
　伊藤こういち都議会議員は、12月6日の本会議・討論に
おいて、木造住宅密集地域の不燃化対策に向けた都の姿勢
について、以下の通り求めました。『都は、東日本大震災を
踏まえ、本年６月に、木密地域の火災延焼を遮断するため
の道路整備として「特定整備路線」の候補を公表し、11月
半ばには「特別な支援策」を明らかにするとしていました。

しかし、整備計画の発表から半年近く経過す
る今日までの間、都は、関係する住民等に対し、
事業の目的・支援策など何ら説明をしておらず、
今後の生活設計等も含め、都民からは不安の
声が上がっています。今後の整備計画について、
都が、一刻も早く丁寧な説明を行うよう、強く要
望します！』

都議会公明党ニュース都議会公明党ニュース都議会公明党ニュース
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障がい者支援の「ヘルプカード」普及促進めざし、東京都が標準様式を策定障がい者支援の「ヘルプカード」普及促進めざし、東京都が標準様式を策定

ご意見、ご要望は都議会公明党までお願いします。
TEL.03-5320-7250 FAX.03-5388-1787
http://www.togikai-komei.gr.jp/
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高高齢者・障がい者支援齢者・障がい者支援

◆ 医療・介護サービス付き住宅の整備促進
　高齢者が地域で安心して暮らすために都が進めている「医療
と介護のサービス付き住宅」のモデル事業が、これまでに９件
選定され、６件が開設（品川区立大井林町高齢者住宅を含む）し
ています。都は今後、事業を検証し、整備促進策を検討していき
ます。

◆ 高齢者等の転倒事故防止へ早急な対策を
　 実施
　高齢者などが平らな場所で転倒する事故が多発しており、平
成２２年度には、7500人が亡くなっています。国は昨年7月、
バリアフリーのガイドラインを改訂し、項目に「床の滑り」を追
加しました。これを受け、都は今年度、事業者などに改訂内容を
改めて周知するとともに、福祉のまちづくり条例の「施設整備
マニュアル」を来年度の早期に改訂する予定です。

◆ 障がい者用駐車区画の適正利用で取り組
　 みを強化
　障がい者用駐車区画の適正利用で都は、「ヘルプカード」や
「ヘルプマーク」などを活用した効果的な対策事例を盛り込んだ
施設管理者向けガイドラインの策定を検討するほか、都立施設
で率先して対策を実施するよう関係部局に働き掛けます。併せ
て、今年の全国
障害者スポー
ツ大会などを
活用して適正
利用の普及啓
発を図ります。

◆ 国の業種絞り込み後も資金繰りを支援
　昨年11月以降、国のセーフティネット保証業種絞り込みにより、同保証に対応
した制度融資メニューを利用できなくなる企業に対し、都は独自の融資メニュー
「経営一般」の条件を緩和します。また、地域の金融機関と連携した新保証付融資に
おいて、平成24年10月から取扱金融機関を拡大するほか、今年度末までの特別
措置として保証料率を引き下げます。

◆ 職業紹介に民間の就職支援会社
　 を活用
　国のハローワークによる職業紹介では、29
歳以下のヤングの就職率が2011年度で55
％にとどまっています。このため都は、民間の
就職支援会社をより効果的に活用し、若年者
の就業支援をきめ細かく展開します。

◆ 安全利用に関する条例の早期提案を表明
　依然として多い自転車事故に対応するため、都議会公明党の主張を受けて都は、
自転車の安全利用に関する条例の早期提案に取り組みます。盛り込まれる内容とし
ては、関係者の責務の明確化や安全教育の推進などが盛り込まれる予定です。

◆ 「屋根貸しビジネス」などで利用拡大図る
　都は、発電事業者が建物所有者から屋根を借りて太陽光発電を設置する「屋根貸し
ビジネス」のマッチングの場を提供する新たな取り組みを開始します。また、再生可
能エネルギー全体の利用拡大に向けた実効性ある新戦略の策定に着手します。

自自転車政策転車政策

中中小企業・若年者就業への支援小企業・若年者就業への支援

再再生可能エネルギー生可能エネルギー

都が策定した
「ヘルプカード」標準様式

都が作製した
「ヘルプマーク」

東京新卒応援ハローワークを視察。
港区内　H23.11.18

東京都盲ろう者支援
センターを視察。
Ｈ24.8.9


